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議案第４６号  

   地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備  

   について 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する

条例を次のように定める。 

  令和４年９月１日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

   地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整  

   備に関する条例 

 （公益的法人等への射水市職員の派遣等に関する条例の一部改正）  

第１条 公益的法人等への射水市職員の派遣等に関する条例（平成１７年射水

市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２項中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。  

 (５) 射水市職員の定年等に関する条例第９条第１項又は第２項の規定に

より異動期間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長さ

れた管理監督職を占める職員  

  第１０条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。  

 (５) 射水市職員の定年等に関する条例第９条第１項又は第２項の規定に

より異動期間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長さ

れた管理監督職を占める職員  

 （射水市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）  

第２条 射水市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年射水

市条例第２６号）の一部を次のように改正する。  
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  第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。  

 （射水市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正）  

第３条 射水市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（平成１７年射

水市条例第２７号）の一部を次のように改正する。  

  第２条中「号給に変更することをいう。以下同じ。）」の次に「並びに地方

公務員法第２８条の２第１項に規定する降給（同項本文の規定による他の職

への転任により現に属する職務の級より同一の給料表の下位の職務の級に

分類されている職務を遂行することとなった場合において、降格することを

いう。）」を加える。  

  第３条各号列記以外の部分中「職員が」の次に「降任により現に属する職

務の級より同一の給料表の下位の職務の級に分類されている職務を遂行す

ることとなった場合のほか、」を加え、「該当する場合において」を「該当し」

に、「とき」を「場合」に改める。  

  附則に次の２項を加える。  

 ３ 射水市職員の給与に関する条例（平成１７年射水市条例第４３号）附則

第２６項の規定の適用を受ける職員に対する第２条の規定の適用につい

ては、当分の間、第２条中「とする」とあるのは「並びに射水市職員の給

与に関する条例附則第２６項の規定による降給とする」とする。  

 ４ 第５条第２項の規定は、射水市職員の給与に関する条例附則第２６項の

規定による降給の場合には、適用しない。この場合において、同項の規定

の適用を受ける職員には、規則で定める方法により、同項の規定の適用に

より給料月額が異動することとなった旨の通知を行うものとする。  

 （射水市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第４条 射水市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成１７年射水市条

例第２８号）の一部を次のように改正する。  
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 第３条中「の間において」を「の期間、その発令の日に受ける」に改め、同  

条に後段として次のように加える。 

   この場合において、その減ずる額が現に受ける給料月額の１０分の１に

相当する額を超えるときは、当該額を減ずるものとする。  

 （射水市職員の定年等に関する条例の一部改正）  

第５条 射水市職員の定年等に関する条例（平成１７年射水市条例第３１号）

の一部を次のように改正する。 

  題名の次に次の目次及び章名を付する。  

 目次 

  第１章 総則（第１条） 

  第２章 定年制度（第２条―第５条） 

  第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条―第１１条） 

  第４章 定年前再任用短時間勤務制（第１２・第１３条） 

  第５章 雑則（第１４条） 

  附則 

    第１章 総則 

  第１条中「）第２８条の２第１項から第３項まで及び第２８条の３」を「。

以下「法」という。）第２２条の４第１項及び第２項、第２２条の５第１項、

第２８条の２、第２８条の５、第２８条の６第１項から第３項まで並びに第

２８条の７」に改める。 

  第１条の次に次の章名を付する。 

    第２章 定年制度 

  第３条中「６０年」を「６５年」に改め、同条ただし書を削る。  

  第４条第１項中「の各号のいずれかに該当する」を「に掲げる事由がある」

に、「その職員に係る」を「同条の規定にかかわらず、当該職員に係る」に、
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「その職員を当該」を「当該職員を当該定年退職日において従事している」

に、「引き続いて」を「、引き続き」に改め、同項に次のただし書を加える。  

   ただし、第９条第１項又は第２項の規定により異動期間（同条第１項に

規定する異動期間をいう。以下この項及び次項において同じ。）（同条第

１項又は第２項の規定により延長された異動期間を含む。）を延長した職

員であって、定年退職日において管理監督職（第６条に規定する職をいう。

以下この条及び次章において同じ。）を占めている職員については、第９

条第１項又は第２項の規定により当該異動期間を延長した場合であって、

引き続き勤務させることについて市長の承認を得たときに限るものとし、

当該期限は、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日の翌

日から起算して３年を超えることができない。  

  第４条第１項第１号中「その」を「当該」に改め、「退職により」の次に

「生ずる欠員を容易に補充することができず」を加え、「とき」を「こと」

に改め、同項第２号中「その」を「当該」に、「による」を「により生ずる」

に、「できないとき」を「できず公務の運営に著しい支障が生ずること」に

改め、同項第３号中「その」を「当該」に、「とき」を「こと」に改め、同

条第２項中「前項の事由」を「前項各号に掲げる事由」に、「存する」を「あ

る」に改め、「得て、」の次に「これらの期限の翌日から起算して」を加え、

同項ただし書中「その」を「当該」に改め、「定年退職日」の次に「（同項た

だし書に規定する職員にあっては、当該職員が占めている管理監督職に係る

異動期間の末日）」を加え、同条第３項中「引き続いて」を「引き続き」に

改め、同条第４項中「任命権者は」の次に「、第１項の規定により引き続き

勤務することとされた職員及び第２項の規定により期限が延長された職員

について」を加え、「第１項の事由が存しなくなった」を「第１項各号に掲

げる事由がなくなった」に、「その期限を繰り上げて退職させることができ
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る」を「当該期限を繰り上げるものとする」に改める。  

  本則に次の３章を加える。 

    第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

  （管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職）  

第６条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、射水市職員の

給与に関する条例（平成１７年射水市条例第４３号）第８条第１項又は射

水市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年射水市条例

第１９１号）第４条の管理職手当を支給される職員の職（市民病院におい

て医療業務に従事する医師を除く。）とする。  

  （管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 法第２８条の２第１項の管理監督職勤務上限年齢は、年齢６０年と

する。ただし、次に掲げる管理監督職を占める職員の管理監督職勤務上限

年齢は、年齢６２年とする。 

  (１) 政策調整監 

  (2) 危機管理監 

  （他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準）  

 第８条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等

（以下この章において「他の職への降任等」という。）を行うに当たっては、

法第１３条、第１５条、第２３条の３、第２７条第１項及び第５６条に定める

もののほか、次に掲げる基準を遵守しなければならない。  

  (１) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき、 

降任又は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条において「降任等」 

という。）をしようとする職の属する職制上の段階の標準的な職に係る  

法第１５条の２第１項第５号に規定する標準職務遂行能力及び当該降  

任等をしようとする職についての適性を有すると認められる職に、降任
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等をすること。 

  (２) 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職又は管

理監督職勤務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職のうちで

きる限り上位の職制上の段階に属する職に、降任等をすること。  

  (３) 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた管理

監督職が属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監

督職を占める職員（以下この号において「上位職職員」という。）の他

の職への降任等もする場合には、第１号に掲げる基準に従った上での状

況その他の事情を考慮してやむを得ないと認められる場合を除き、上位

職職員の降任等をした職が属する職制上の段階と同じ職制上の段階又

は当該職制上の段階より下位の職制上の段階に属する職に、降任等をす

ること。 

  （管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の  

  特例）  

 第９条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員に  

  ついて、次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管理監  

  督職に係る異動期間（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達  

  した日の翌日から同日以後における最初の４月１日までの間をいう。以下  

  この章において同じ。）の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内  

  （当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、当該異動期間の末日の  

  翌日から定年退職日までの期間内）で当該異動期間を延長し、引き続き当 

  該管理監督職を占める職員に、当該管理監督職を占めたまま勤務をさせる  

  ことができる。 

  (１) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、

当該職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充すること
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ができず公務の運営に著しい支障が生ずること。  

  (２) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該

職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充することがで

きず公務の運営に著しい支障が生ずること。  

  (３) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる

特別の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により公務の運営

に著しい支障が生ずること。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定に

より延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員に

ついて、前項各号に掲げる事由が引き続きあると認めるときは、市長の

承認を得て、延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を

超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、延長

された当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内）で延長

された当該異動期間を更に延長することができる。ただし、更に延長さ

れる当該異動期間の末日は、当該職員が占める管理監督職に係る異動期

間の末日の翌日から起算して３年を超えることができない。  

  （異動期間の延長に係る職員の同意） 

第１０条 任命権者は、前条第１項又は第２項の規定により異動期間を延長

する場合には、あらかじめ職員の同意を得なければならない。  

  （異動期間の延長事由が消滅した場合の措置）  

第１１条 任命権者は、第９条第１項又は第２項の規定により異動期間を延

長した場合において、当該異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長

の事由が消滅したときは、他の職への降任等をするものとする。  

    第４章 定年前再任用短時間勤務制 

  （定年前再任用短時間勤務職員の任用）  
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第１２条 任命権者は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任用さ

れる職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職

員が退職する場合を除く。）をした者（以下この条及び次条において「年

齢６０年以上退職者」という。）を、従前の勤務実績その他の規則で定め

る情報に基づく選考により、短時間勤務の職（当該職を占める職員の１週

間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時

間勤務の職と同種の職を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間に

比し短い時間である職をいう。以下この条及び次条において同じ。）に採

用することができる。ただし、年齢６０年以上退職者がその者を採用しよ

うとする短時間勤務の職に係る定年退職日相当日（短時間勤務の職を占め

る職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の

職を占めているものとした場合における定年退職日をいう。）を経過した

者であるときは、この限りでない。 

第１３条 任命権者、前条本文の規定によるほか、市が加入する地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項の一部事務組合又は広域連

合の年齢６０年以上退職者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報

に基づく選考により、短時間勤務の職に採用することができる。  

２ 前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。 

    第５章 雑則 

  （雑則） 

第１４条 この条例の実施に関し必要な事項は、規則で定める。  

  附則に次の３項を加える。 

  （定年に関する経過措置） 

３ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３条

の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条
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中「６５年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。  

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで  ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで  ６２年 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで  ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで  ６４年 

４ 前項の規定は、地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条

例の整備に関する条例（令和４年射水市条例第２１号。以下次項において

「整備条例」という。）第５条の規定による改正前の第３条ただし書の市

民病院において医療業務に従事する医師については、適用しない。  

  （情報の提供及び勤務の意思の確認） 

５ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律に

より任期を定めて任用される職員、非常勤職員及び整備条例第５条の規定

による改正前の第３条ただし書の市民病院において医療業務に従事する

医師を除く。以下この項において同じ。）が年齢６０年に達する日の属す

る年度の前年度（以下この項において「情報の提供及び勤務の意思の確認

を行うべき年度」という。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき

年度に職員でなかった者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確認を行う

べき年度の末日後に採用された職員（異動等により情報の提供及び勤務の

意思の確認を行うべき年度の末日を経過することとなった職員（以下この

項において「末日経過職員」という。）を除く。）にあっては当該職員が採

用された日から同日の属する年度の末日までの期間、末日経過職員にあっ

ては当該職員の異動等の日が属する年度（当該日が年度の初日である場合

は、当該年度の前年度））において、当該職員に対し、当該職員が年齢６

０年に達する日以後に適用される任用及び給与に関する措置の内容その

他の必要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後における
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勤務の意思を確認するよう努めるものとする。  

 （射水市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第６条 射水市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年射水市条例

第３２号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第３項中「第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項」を「第２

２条の４第１項」に、「同法第２８条の５第１項」を「同項」に、「再任用短

時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。  

  第３条第１項ただし書及び第２項ただし書、第４条第２項、第１２条第１

項第１号並びに第１７条中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改める。 

 （射水市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）  

第７条 射水市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年射水市条例第３３

号）の一部を次のように改正する。 

 第９条中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。  

(2) 射水市職員の定年等に関する条例第９条第１項又は第２項の規定によ

り異動期間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長された管

理監督職を占める職員 

  第１４条の表及び第２０条の表中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再

任用短時間勤務職員」に改める。 

  第２１条第２号中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に、

「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。  

  第２２条第１項中「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤

務職員等」に改める。 

 （射水市職員の給与に関する条例の一部改正）  

第８条 射水市職員の給与に関する条例（平成１７年射水市条例第４３号）の
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一部を次のように改正する。 

  第４条第１１項中「法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２

８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用

職員」という。）」を「法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項若しく

は第２項の規定により採用された職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」

という。）」に、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、

「掲げる」の次に「基準」を、「応じた額」の次に「に、勤務時間条例第２

条第３項の規定により定められた当該定年前再任用短時間勤務職員の勤務

時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額」を加

える。 

  第４条の２を削る。 

  第１３条第２項第２号並びに第１７条第２項及び第４項中「再任用短時間

勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。  

  第２５条第３項並びに第２８条第２項第１号及び第２号中「再任用職員」

を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。  

  第２９条の見出しを「定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外」

に改め、同条中「第９条」を「第４条第２項から第１０項まで及び第９条」

に、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。  

  附則に次の８項を加える。 

 ２６ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後におけ 

る最初の４月１日（附則第２８項において「特定日」という。）以後、当該 

職員に適用される給料表の給料月額のうち、第４条第２項の規定により当 

該職員の属する職務の級並びに同条第３項、第４項及び第６項の規定によ 

り当該職員の受ける号給に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額（当 

該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１ 
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００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるものとす  

る。）とする。 

 ２７ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。  

  (１) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用され 

る職員及び非常勤職員 

  (2) 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴関係条例の整備に関 

する条例（令和４年射水市条例第２１号）第５条の規定による改正前の  

射水市職員の定年等に関する条例（平成１７年射水市条例第３１号）第  

３条ただし書の市民病院において医療業務に従事する医師  

  (３) 射水市職員の定年等に関する条例第９条第１項又第２項の規定によ 

り同条第１項に規定する異動期間（同項又は同条第２項の規定により延  

長された期間を含む。）を延長された同条例第６条で定める職を占める

職員  

  (４) 射水市職員の定年等に関する条例第第１項又は第２項の規定により 

勤務している職員（同条例第２条に規定する定年退職日において前  

号の規定が適用されていた職員を除く。）  

  (５) 射水市職員の定年等に関する条例第第１号又は第２号に掲げる職を 

占める職員  

 ２８ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員で 

あって、当該他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第３０項  

において「異動日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を  

受ける職員のうち、特定日に附則第２６項の規定により当該職員の受ける  

給料月額（以下この項において「特定日給料月額」という。）が異動日の  

前日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の７０を乗じて得た額  

（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以
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上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるもの

とする。以下この項において「基礎給料月額」という。）に達しないこと

となる職員（規則で定める職員を除く。）には、当分の間、特定日以後、

附則第２６項の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月

額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料として支給する。  

 ２９ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給 

料月額との合計額が第４条第２項の規定により当該職員の属する職務の

級における最高の号給の給料月額を超える場合における前項の規定の適

用については、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とあるのは、「第

４条第２項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の号給

の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。  

 ３０ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第２６項  

の規定を受ける職員に限り、附則第２８項に規定する職員を除く。）であっ 

て、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認め  

られる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、規則で定  

めるところにより、附則第２８項及び前項の規定に準じて算出した額を給  

料として支給する。  

 ３１ 附則第２８項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附 

則第２６項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当  

該給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当  

分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、規則で定めるところにより、 

前３項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。  

 ３２ 附則第２８項又は前２項の規定による給料を支給される職員に対す 

る第２５条第５項（第２８条第４項において準用する場合を含む。）の規  

定の適用については、第２５条第５項中「給料の月額」とあるのは、「給  
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再 任 用

職員  

 
187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800 389,900 

 

再 任 用

職員  

 
241,500 253,200 257,300 288,600 305,100 319,200 342,800 377,900 

 

再 任 用

職員  

 
296,200 338,600 393,000 466,000 565,900 

 

料月額と附則第２８項、第３０項又は第３１項の規定による給料の額との  

合計額」とする。  

 ３３ 附則第２６項から前項までに定めるもののほか、附則第２６項の規定  

による給料月額、附則第２８項の規定による給料その他附則第２６項から  

前項までの規定の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

  別表１中  

「  

 」  

「  

 

                                     」  

に改める。  

  別表２中  

「  

 」  

「  

 

                                     」  

に改める。  

  別表３ア中  

「  

                         」  

「  

 

                        」  

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員  

 
基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

円  円  円  円  円  円  円  円  

187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800 389,900 

 

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員  

 
基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

円  円  円  円  円  円  円  円  

241,500 253,200 257,300 288,600 305,100 319,200 342,800 377,900 

 

を  

を  

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員  

 
基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

円  円  円  円  円  

296,200 338,600 393,000 466,000 565,900 

 

を  

に改める。  
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再 任 用

職員  

 
188,700 215,300 243,500 256,900 282,100 322,800 365,000 

 

再 任 用

職員  

 
235,100 255,400 262,600 272,800 289,100 

 

  別表３イ中  

「  

」  

「  

 

                                 」  

に改める。  

  別表３ウ中  

「  

   」  

「  

 

                         」  

 （射水市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）  

第９条 射水市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年射水

市条例第１９１号）の一部を次のように改正する。  

 第２条第１項中「もの及び」の次に「定年前再任用短時間勤務職員（」を

加え、「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」を「第２２条の４第

１項又は第２２条の５第１項若しくは第２項の規定により採用された職員

で同法第２２条の４第１項」に改め、「占める職員」の次に「をいう。以下

同じ。）」を加える。 

 第２２条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改め、同条中「地公法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８

条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改める。 

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員  

 
基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

円  円  円  円  円  円  円  

188,700 215,300 243,500 256,900 282,100 322,800 365,000 

 

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員  

 
基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

基準給料

月額  

円  円  円  円  円  

235,100 255,400 262,600 272,800 289,100 

 

を  

を  

に改める。  
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 （射水市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改

正） 

第１０条 射水市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平

成２６年射水市条例第３号）の一部を次のように改正する。  

  第１０条第２項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務

職員」に改める。 

 （射水市職員の再任用に関する条例の廃止）  

第１１条 射水市職員の再任用に関する条例（平成１７年射水市条例第２４

号）は、廃止する。 

   附 則  

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第９条の

規定は、公布の日から施行する。 

 （射水市職員の定年等に関する条例の一部改正に伴う勤務延長に関する経過

措置） 

第２条 任命権者は、施行日（この条例の施行の日をいう。以下同じ。）前に

第５条の規定による改正前の射水市職員の定年等に関する条例（平成１７年

射水市条例第３１号。以下「旧定年条例」という。）第４条第１項又は第２

項の規定により勤務することとされ、かつ、旧定年条例勤務延長期限（同条

第１項の期限又は同条第２項の規定により延長された期限をいう。以下この

項において同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下この項において「旧

定年条例勤務延長職員」という。）について、旧定年条例勤務延長期限又は

この項の規定により延長された期限が到来する場合において、第５条の規定

による改正後の射水市職員の定年等に関する条例（以下「新定年条例」とい

う。）第４条第１項第１号から第３号までに掲げる事由があると認めるとき
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は、市長の承認を得て、これらの期限の翌日から起算して１年を超えない範

囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期限は、当該旧定年条例

勤務延長職員に係る旧定年条例第２条に規定する定年退職日の翌日から起

算して３年を超えることができない。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令

和１１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同

じ。）から基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新定年条例

による定年（新定年条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）が基準

日の前日における新定年条例による定年（基準日が施行日である場合には、

施行日の前日における旧定年条例第３条に規定する定年）を超える職及びこ

れに相当する基準日以後に設置された職その他の規則で定める職に、基準日

から基準日の翌年の３月３１日までの間に新定年条例第４条第１項若しく

は第２項の規定、地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３

号。以下「令和３年改正法」という。）附則第３条第５項又は前項の規定に

より勤務している職員のうち、基準日の前日において同日における当該職に

係る新定年条例による定年（基準日が施行日である場合には、施行日の前日

における旧定年条例第３条に規定する定年）に達している職員（当該規則で

定める職にあっては、規則で定める職員）を、昇任し、降任し、又は転任す

ることができない。 

３ 新定年条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤

務について準用する。 

 （射水市職員の定年等に関する条例の一部改正に伴う定年退職者等の再任用

に関する経過措置） 

第３条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後におけ

る最初の３月３１日（以下この条及び次条において「特定年齢到達年度の末
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日」という。）までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時

勤務を要する職に係る旧定年条例による定年（旧定年条例第３条に規定する

定年をいう。以下同じ。）（施行日以後に新たに設置された職及び施行日以

後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、当該職が施行日の

前日に設置されていたものとした場合における旧定年条例による定年に準

じた当該職に係る年齢）に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で

定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該

常時勤務を要する職に採用することができる。  

 (１) 施行日前に旧定年条例第２条の規定により退職した者  

 (２) 旧定年条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第

５項又は前条第１項の規定により勤務した後退職した者  

 (３) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）

であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に

ある者 

 (４) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）

であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、

旧地方公務員法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、又は第２８条の５第１項

又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用することをい

う。）又は暫定再任用（この項若しくは次項又は次条第１項若しくは第２

項の規定により採用することをいう。次項第５号において同じ。）をされ

たことがある者 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定

年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする

常時勤務を要する職に係る新定年条例による定年に達している者を、従前の
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勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範

囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。  

 (１) 施行日以後に新定年条例第２条の規定により退職した者  

 (２) 施行日以後に新定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務し

た後退職した者 

 (３) 施行日以後に新定年条例第１２条の規定により採用された者のうち、令

和３年改正法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員法」とい

う。）第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した

者 

 (４) 施行日以後に新定年条例第１３条第１項の規定により採用された者の

うち、新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員

法第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者  

 (５) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除

く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日まで

の間にある者 

 (６) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除

く。）であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日まで

の間に、暫定再任用をされたことがある者 

３ 前２項の規定により定められた任期又はこの項の規定により更新された

任期は、１年を超えない範囲内で更新することができる。ただし、当該任期

の末日は、前２項の規定により採用する者又はこの項の規定により任期を更

新する者の特定年齢到達年度の末日以前でなければならない。  

４ 暫定再任用職員（第１項又は第２項の規定により採用された職員をいう。

以下同じ。）及び暫定再任用短時間勤務職員（次条第１項又は第２項の規定

により採用された職員をいう。以下同じ。）の前項の規定による任期の更新
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は、当該暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員の当該更新直前の任

期における勤務実績が良好である場合に行うことができる。  

５ 任命権者は、暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員の任期を更新

する場合には、あらかじめ当該暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職

員の同意を得なければならない。 

第４条 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、

前条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある

者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職（新定年条例第１２

条に規定する短時間勤務の職をいう。以下同じ。）に係る旧定年条例による

定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその

職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合におけ

る旧定年条例による定年（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職及

び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職にあ

っては、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場合において、

当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該職と同種の職

を占めているものとしたときにおける旧定年条例による定年に準じた当該

職に係る年齢）をいう。）に達している者を、従前の勤務実績その他の規則

で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当

該短時間勤務の職に採用することができる。  

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条の

４第４項の規定にかかわらず、前条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢

到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時

間勤務の職に係る新定年条例による定年相当年齢（短時間勤務の職を占める

職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を

占めているものとした場合における新定年条例による定年をいう。附則第８
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条において同じ。）に達している者（新定年条例第１２条の規定により当該

短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績そ

の他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期

を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。  

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第５項までの規定を準用する。 

 （令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢）  

第５条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職

とする。 

 (１) 施行日以後に新たに設置された職 

 (２) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職  

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定する

職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧定年条例第

３条に規定する定年に準じた当該職に係る年齢とする。  

 （令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方

公務員法第２２条の４第４項の条例で定める職及び年齢）  

第６条 令和３年改正法附則第４条又は第６条の規定が適用される場合にお

ける令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新

地方公務員法第２２条の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

 (１) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職  

 (２) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職  

２ 令和３年改正法附則第４条又は第６条の規定が適用される場合における

令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方

公務員法第２２条の４第４項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施

行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職員

が、常時勤務を要する職でその職務が前項に規定する職と同種の職を占めて
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いるものとしたときにおける旧定年条例による定年に準じた前項に規定す

る職に係る年齢とする。 

 （令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める者

及び職員） 

第７条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職

のうち、当該職が基準日（附則第３条及び第４条の規定が適用される間にお

ける各年の４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この条において同じ。）

の前日に設置されていたものとした場合において、基準日における新定年条

例による定年が基準日の前日における新定年条例による定年を超える職と

する。 

 (１) 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。）  

 (２) 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職

を含む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職

が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当

該職に係る新定年条例による定年に達している者とする。  

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定す

る職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日におけ

る当該職に係る新定年条例による定年に達している職員とする。  

 （定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置）  

第８条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１

１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この条において同じ。）

から基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新定年条例による

定年相当年齢が基準日の前日における新定年条例による定年相当年齢を超

える短時間勤務の職及びこれに相当する基準日以後に設置された短時間勤
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務の職その他の規則で定める短時間勤務の職（以下この条において「新定年

条例による原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の

前日までに新定年条例第１２条に規定する年齢６０年以上退職者（基準日前

から新定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以

後に退職をした者を含む。）のうち基準日の前日において同日における当該

新定年条例による原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新定年条例

による定年相当年齢に達している者（当該規則で定める短時間勤務の職にあ

っては、規則で定める者）を、新定年条例第１２条又は第１３条第１項の規

定により採用することができず、新定年条例による原則定年相当年齢引上げ

短時間勤務職に、新定年条例第１２条の規定により採用された職員（以下こ

の条において「定年前再任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前

日において同日における当該新定年条例による原則定年相当年齢引上げ短

時間勤務職に係る新定年条例による定年相当年齢に達している定年前再任

用短時間勤務職員（当該規則で定める短時間勤務の職にあっては、規則で定

める定年前再任用短時間勤務職員）を、昇任し、降任し、又は転任すること

ができない。 

 （令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢）  

第９条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、年

齢６０年とする。 

 （射水市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１０条 暫定再任用短時間勤務職員は、第６条の規定による改正後の射水市

職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年射水市条例第３２号）（以

下「新勤務時間条例」という。）第２条第３項に規定する定年前再任用短時

間勤務職員とみなす。 

 （射水市職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴う経過措置）  
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第１１条 暫定再任用短時間勤務職員は、第７条の規定による改正後の射水市

職員の育児休業等に関する条例（平成１７年射水市条例第３３号）第２１条

第２号に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなす。  

 （射水市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置）  

第１２条 第８条の規定による改正後の射水市職員の給与に関する条例（平成

１７年射水市条例第４３号）（以下「新給与条例」という。）附則第２６項か

ら第３３項までの規定は、令和３年改正法附則第３条第５項又は第６項の規

定により勤務している職員には適用しない。  

第１３条 暫定再任用職員の給料月額は、当該暫定再任用職員が新給与条例第

４条第１１項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下この条において

単に「定年前再任用短時間勤務職員」という。）であるものとした場合に適

用される新給与条例第３条第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間

勤務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、当該暫定再任用職員の属する職

務の級（新給与条例第４条第２項に規定する職務の級をいう。以下この条に

おいて同じ。）に応じた額とする。  

２ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員

が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される新給与

条例第３条第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に

掲げる基準給料月額のうち、当該暫定再任用短時間勤務職員の属する職務の

級に応じた額に、新勤務時間条例第２条第３項の規定により定められた当該

暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で

除して得た数を乗じて得た額とする。  

３ 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤

務職員とみなして、新給与条例第２５条第３項、第２８条第２項第２号及び

第２９条の規定を適用する。  
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４ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、

新給与条例第１３条第２項第２号並びに第１７条第２項及び第４項の規定

を適用する。  

５ 前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職

員に関し必要な事項は、規則で定める。  

 （射水市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過

措置） 

第１４条 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員は、第９条の規定に

よる改正後の射水市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７

年射水市条例第１９１号）第２条第１項に規定する定年前再任用短時間勤務

職員とみなす。 
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議案第４７号 

   射水市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 射水市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正する。 

  令和４年９月１日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例  

 射水市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年射水市条例第３３号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第４号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非常勤職員であ

って、次のいずれかに該当するもの」に改め、同号ア（ア）中「という。）（」

の次に「当該子の出生の日から第３条の２に規定する期間内に育児休業をしよ

うとする場合にあっては当該期間の末日から６月を経過する日、」を加え、「、

２歳」を「当該子が２歳」に改め、同号イを次のように改める。 

  イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

   （ア） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２号に掲げる場合

に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到

達日後である場合にあっては、当該末日とされた日。以下（ア）において

同じ。）において育児休業をしている非常勤職員であって、同条第３

号に掲げる場合に該当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の

期間の初日とする育児休業をしようとするもの  

   （イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしてい

る場合であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満了後引き続
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いて特定職に採用されることに伴い、当該育児休業に係る子について、

当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児休業の期間

の初日とする育児休業をしようとする非常勤職員  

 第２条第４号ウを削り、同号を同条第５号とし、同条第３号を同条第４号と

し、同条第２号の次に次の１号を加える。 

 （３） 射水市職員の定年等に関する条例第９条第１項又は第２項の規定によ

り異動期間（これらの規定により延長された期間を含む。）を延長された

管理監督職を占める職員 

 第２条の３第３号を次のように改める。 

 （３） １歳から１歳６箇月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次に掲

げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの号に掲げる場合

に該当して育児休業をしている場合であって第３条第７号に掲げる事情

に該当するときはイ及びウに掲げる場合に該当する場合、市長が定める特

別の事情がある場合にあってはウに掲げる場合に該当する場合） 当該子

の１歳６箇月到達日 

  ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に掲げ

る場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に

掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっ

ては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と当

該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そのいずれ

かの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲げる場合又はこれに相当す

る場合に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等育

児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の初日とす

る育児休業をしようとする場合 
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  イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤

職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされ

た日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた

日）において育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当

該子の１歳到達日（当該配偶者が同号に掲げる場合又はこれに相当する

場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子

の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）において

地方等育児休業をしている場合 

  ウ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的

な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に

該当する場合 

  エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤

職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされ

た日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた

日）後の期間においてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしたこ

とがない場合 

 第２条の４を次のように改める。 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６箇月から

２歳に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場合のい

ずれにも該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児休業を

している場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは第２号及

び第３号に掲げる場合に該当する場合、市長が定める特別の事情がある場合

にあっては同号に掲げる場合に該当する場合）とする。 

 （１） 当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日の翌日（当該非常勤職員の

配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該当して地方
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等育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とさ

れた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とする場合 

 （２） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日において

育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６

箇月到達日において地方等育児休業をしている場合  

 （３） 当該子の１歳６箇月到達日後の期間について育児休業をすることが継

続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合

に該当する場合 

 （４） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日後の期間

においてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場合  

 第２条の５を削る。 

 第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、同条第

８号中「その任期」を「任期を定めて採用された職員であって、当該任期」に、

「非常勤職員」を「もの」に、「育児休業に係る子について当該任期が」を「任

期を」に、「に特定職に引き続き」を「引き続いて特定職に」に、「当該任期の

末日」を「当該育児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日」に、「当

該引き続き採用される日」を「当該採用の日」に改め、同号を同条第７号とす

る。 

 第３条の次に次の１条を加える。 

 （育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として条

例で定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基

準として条例で定める期間は、５７日間とする。  

 第１０条第６号中「育児休業等計画書」を「育児短時間勤務計画書」に改め
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る。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。ただし、第２条第２

号の次に１号を加える改正規定は、令和５年４月１日から施行する。  

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこ

の条例による改正前の第３条（第５号に係る部分に限る。）及び第１０条（第

６号に係る部分に限る。）の規定の適用については、なお従前の例による。  
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議案第４８号 

   不動産の処分について 

 市有地の売却について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第８号及び射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例（平成１７年射水市条例第５０号）第３条の規定により、議会の議

決を求める。 

 

１ 土地の表示 

  所    在  射水市海王町 

  地    番  ２１番７、２１番９、２１番４３、２１番４４、  

          ２１番４５、２１番４６、２１番４７、２１番４８  

  地    目  宅地、雑種地 

  地    積  １２，７７３．３０平方メートル 

２ 処 分 の 目 的  射水市海王町地内市有地利活用事業用地として売却  

３ 売 却 価 格  １５８，３８８，９２０円 

４ 契約の相手方  富山県射水市片口久々江６７４番地２  

株式会社Ｉｍｉｚｕｔｔｏ 

代表取締役 加治 幸大 

 

  令和４年９月１日 提  出 

                    射水市長  夏 野 元 志  
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議案第４９号  

射水市立小杉小学校プール改築（建築主体）工事請負契約につ  

いて 

令和４年７月１２日に制限付き一般競争入札に付した射水市立小杉小学校

プール改築（建築主体）工事について、下記のとおり請負契約を締結するため、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射水市議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年射水

市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市立小杉小学校プール改築（建築主体）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  １８８，１００，０００円 

           （うち消費税等 １７，１００，０００円） 

４ 契約の相手方   永森建設工業・原建設射水市立小杉小学校プール改築

（建築主体）工事共同企業体 

代表者 射水市三ケ３９７３番地 

永森建設工業株式会社 

代表取締役 永森 忠志 

構成員 射水市作道２０３５番地４ 

原建設株式会社 

代表取締役 原 龍治 

 

  令和４年９月１日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第５０号  

令和３年度射水市水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい  

   て  

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

令和３年度射水市水道事業会計未処分利益剰余金５３１，１７０，４８５  円

のうち２７２，０００，０００円を資本金に組み入れるとともに２５９，００

０，０００円を減債積立金に積み立て、残余を繰り越すものとする。  

  令和４年９月１日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第５１号  

令和３年度射水市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ

いて 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

令和３年度射水市下水道事業会計未処分利益剰余金８２３，７７６，８５０円

のうち４２６，３４１，１５８円を資本金に組み入れるとともに、３９７，０

００，０００円を減債積立金に積み立て、残余を繰り越すものとする。  

  令和４年９月１日 提  出 

                     射水市長 夏 野 元 志  
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報告第 ９ 号 

   専決処分の報告について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議

会において指定されている事項について専決処分したので、同条第２項の規定

によりこれを報告する。 

  令和４年９月１日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

記  

和解及び損害賠償額の決定 

専決処分

番     号  
専決処分年月日  専決処分の内容  

２０  令和４年６月３０日  

１ 和解及び損害賠償の内容  

   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 １７６，０００円  

２ 和解及び損害賠償の相手方  

   射水市在住１名  

３ 事由  

   除雪車による物損事故  

    発生日 令和３年１２月２８日  

    場 所 射水市一条地内 

２１  令和４年７月１３日  

１ 和解及び損害賠償の内容  

   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ６４９，０００円  

２ 和解及び損害賠償の相手方  

   射水市在住１名  

３ 事由  

   除雪車による物損事故  

    発生日 令和４年２月２３日  

    場 所 射水市三ケ地内 

２２  令和４年７月２８日  

１ 和解及び損害賠償の内容  

   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ５２２，５００円  

２ 和解及び損害賠償の相手方  

   射水市在住１名  

３ 事由  

   介護認定調査訪問時石塀破損事故  

    発生日 令和４年２月２５日  

    場 所 射水市小島地内  
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専決処分

番     号  
専決処分年月日  専決処分の内容  

２３  令和４年８月３日  

１ 和解及び損害賠償の内容  

   責任割合  市 対人１００パーセント  

           対物 ７０パーセント  

損害賠償額 市 ３４，９３０円  

２ 和解及び損害賠償の相手方  

   射水市在住１名  

３ 事由  

   舗装穴による車両破損等事故  

    発生日 令和４年２月１８日  

    場 所 射水市上野地内  

２４  令和４年８月８日  

１ 和解及び損害賠償の内容  

   責任割合  市 １００パーセント  

   損害賠償額 市 ５８６，３００円  

２ 和解及び損害賠償の相手方  

   射水市在住１名  

３ 事由  

   除雪車による物損事故  

    発生日 令和４年２月２２日  

    場 所 射水市庄西町一丁目地内  
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報告第１０号 

   令和３年度射水市健全化判断比率の報告について 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項の規定により、令和３年度決算に基づく健全化判断比率を、別紙監査

委員の意見を付けて報告する。 

  令和４年９月１日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

記 

 健全化判断比率 

（単位：％） 

実質赤字比率  連結実質赤字比率 実質公債費比率  将来負担比率  

―  

（１２．０１）  

―  

（１７．０１）  

８．８  

（２５．０）  

７８．７  

（３５０．０）  

備考 

 １ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率

が算定されない場合は、「－」を記載 

 ２ 括弧内は、本市の早期健全化基準  
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報告第１１号 

   令和３年度射水市資金不足比率の報告について 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２

２条第１項の規定により、令和３年度決算に基づく資金不足比率を、別紙監査

委員の意見を付けて報告する。 

  令和４年９月１日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

記 

 資金不足比率 

特別会計の名称 資金不足比率（％） 

水道事業会計 資金不足額なし 

下水道事業会計 資金不足額なし 

病院事業会計 資金不足額なし 

備考 上記、いずれの会計も経営健全化基準は、２０．０％  
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（別 紙）  
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報告第１２号 

   令和３年度射水市継続費精算報告について（一般会計）  

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定によ

り調製した令和３年度射水市継続費（一般会計）の精算について、別紙のとお

り報告する。  

  令和４年９月１日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第  １  号  

   令和３年度射水市一般会計歳入歳出決算認定について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和３年度射水市一般会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付け

て議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第  ２  号  

   令和３年度射水市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定  

について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和３年度射水市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監査

委員の意見を付けて議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第  ３  号  

   令和３年度射水市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認  

定について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和３年度射水市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監

査委員の意見を付けて議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第  ４  号  

   令和３年度射水市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定につ  

いて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和３年度射水市介護保険事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監査委員

の意見を付けて議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第  ５  号  

   令和３年度射水市水道事業会計決算認定について  

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和３年度射水市水道事業会計決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付けて

議会の認定に付する。  

  令和４年９月１日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第 ６ 号  

   令和３年度射水市下水道事業会計決算認定について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和３年度射水市下水道事業会計決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付け

て議会の認定に付する。 

  令和４年９月１日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第 ７ 号  

   令和３年度射水市病院事業会計決算認定について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和３年度射水市病院事業会計決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付けて

議会の認定に付する。 

  令和４年９月１日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 


